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まえがき 

この規格は，工業標準化法第 14 条によって準用する第 12 条第 1 項の規定に基づき，社団法人日本鉄鋼

連盟(JISF)から，工業標準原案を具して日本工業規格を改正すべきとの申出があり，日本工業標準調査会の

審議を経て，経済産業大臣が改正した日本工業規格である。 

今改正は， 

1）JIS G 1238:1992（ISO 4937:1986）“鉄及び鋼－クロムの定量方法－電位差又は目視滴定法”をこの規

格に統合し，クロムの定量方法についての規格を一つにまとめて利用者の便を図ること。 

2）ISO 15355:1999 Steel and iron－Determination of chromium content－Indirect titration method を取り入れ

国際的整合性を図ること。 

3）JIS G 1217:1992 に規定されているクロム定量方法のうち，操作性及び分析精度の劣る過マンガン酸

カリウム酸化過マンガン酸カリウム滴定法及び過塩素酸酸化過マンガン酸カリウム滴定法を廃止して規格

の簡明化を図ること。 

を主旨として行ったものである。 

これによって JIS G 1217:1992 は改正され，また，JIS G 1238:1992 は廃止・統合され，この規格に置き

換えられる。 

改正に当たっては，日本工業規格と国際規格との対比，国際規格に一致した日本工業規格の作成及び日

本工業規格を基礎にした国際規格原案の提案を容易にするために，ISO 15355:1999，Steel and iron－

Determination of chromium content－Indirect titration method 及び ISO 4937:1986，Steel and iron－Determination 

of chromium content－Potentiometric or visual titration method を基礎として用いた。 

JIS G 1217 には，次に示す附属書がある。 

附属書 1（規定）ペルオキソ二硫酸アンモニウム酸化過マンガン酸カリウム滴定法 

附属書 2（規定）電位差又は目視滴定法 

附属書 3（規定）間接滴定法 

附属書 4（規定）1,5-ジフェニルカルボノヒドラジド吸光光度法 

附属書 5（参考）JIS と対応する国際規格との対比表 
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日本工業規格          JIS 
 G 1217：2005 
 

鉄及び鋼－クロム定量方法 
Iron and steel－Methods for determination of chromium content 

 
序文 この規格は，鉄及び鋼のクロム定量方法について，関連する既存の日本工業規格及び ISO を次のと

おり再編してとりまとめた日本工業規格である。 

 a) JIS G 1217:1992 の方法の区分のうち，次の 2 方法について削除した。 

  1) 過マンガン酸カリウム酸化過マンガン酸カリウム滴定法 

  2) 過塩素酸酸化過マンガン酸カリウム滴定法 

 b) JIS G 1217:1992 の方法の区分のうち，次の 2 方法について附属書の規定に変更した。 

  1) ペルオキソ二硫酸アンモニウム酸化過マンガン酸カリウム滴定法 

  2) ジフェニルカルバジド吸光光度法（1,5-ジフェニルカルボノヒドラジド吸光光度法と改称） 

 c) 次の JIS 及び ISO を統合し，附属書として追加規定した。 

  1) JIS G 1238:1992（鉄及び鋼－クロムの定量方法－電位差又は目視滴定法）（ISO 4937:1986 に IDT） 

  2) ISO 15355:1999 Steel and iron－Determination of chromium content－Indirect titration method  

なお，この規格で附属書 1 は ISO 4937（附属書 2）を変更している規格とみなせるため，変更の一覧表

をその説明を付けて，附属書 5（参考）に示す。 

 

1. 適用範囲 この規格は，鉄及び鋼中のクロム定量方法について規定する。 

備考 この規格の対応国際規格を，次に示す。 

なお，対応の程度を表す記号は，ISO/IEC Guide21 に基づき，IDT（一致している），MOD（修

正している），NEQ（同等でない）とする。 

ISO 4937:1986，Steel and iron－Determination of chromium content－Potentiometric or visual titration 

method (MOD) 

ISO 15355:1999，Steel and iron－Determination of chromium content－Indirect titration method (IDT) 

 

2. 引用規格 付表 1 に示す規格は，この規格に引用されることによって，この規格の規定の一部を構成

する。これらの引用規格のうちで，発効年又は発行年を付記してあるものは，記載の年の版だけがこの規

格の規定を構成するものであって，その後の改正版・追補には適用しない。発効年又は発行年を付記して

いない引用規格は，その 新版（追補を含む）を適用する。 

 

3. 一般事項 定量方法に共通な一般事項は，JIS G 1201 による。 

 

4. 定量方法の区分 クロムの定量方法は，次のいずれかによる。定量方法の選択は，クロム含有率及び

共存元素含有率や要求される分析精度等を考慮して行う。 
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